
過疎（中山間）地域自立促進特別事業の概要（制度創設） 
 

【趣旨】 

個々の集落単位では地域運営が困難となりつつある中山間地域の状況を踏まえ、新たな中山間地域活

性化計画においては、地域運営の基本単位を公民館等の範囲（以下「地区」という）に設定するととも

に、市町村と連携して、地区単位での地域運営の仕組みづくりや課題解決に向けた取組を強力に推進す

るため過疎（中山間）地域自立促進特別事業を創設 
 
【制度の概要】 

  地区の住民組織が中心となって取り組む、地域の課題の解決に向けた計画の策定や具体的な取組に

対し、市町村が過疎債（ソフト事業分）を活用して補助金若しくは交付金を交付する場合、事業費の

２割分を翌年度市町村に交付（元金部分のみ対象） 
○事業期間：平成２４～２７年度（次期中山間地域活性化計画の計画期間） 
       同一地区に対して原則３年間支援 
○対象地区数：全２２７地区の概ね１／３にあたる７０地区程度を想定 
○地区の選定： 高齢者比率、人口減少率、若年者比率の数値が全２２７地区の平均より厳しい地 

区を優先 ※市町村と協議 
 ○地区の事業内容：地区運営のための新たな組織づくり、地区の課題解決に向けた具体的な取組 
 

 
 
【事業スキーム】 

 
 
 

 
 

 
 
 
         
                
 
 
 
 
 
 

 

◎中山間地域の維持・新たな活性化モデルの構築 

生活基盤の確保 

対象地区の選定 
 
協 
 
議 

地区（２２７地区） 

地域運営の仕組みづくり 
生活ｻｰﾋﾞｽの確保 
鳥獣被害対策等 

地域資源の活用 
交流・ＵＩターン 
外部人材の活用 

補助金、交付金（過疎債ソフト） 市町村 

地区で取り組むべき課題 

活性化対策 

状況の厳しい地区 

高齢者比率等の指標が平均より厳しい地区 

７０地区程度 

関係各課の担当者、中山間地域研究センターの研究員等によ

る「中山間地域対策プロジェクトチーム」を新たに設置 
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